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に
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。



衆
議
院
議
員
井
坂
信
彦
君
提
出
地
方
自
治
体
の
業
務
継
続
計
画
と
本
庁
舎
の
耐
震
化
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
三
の
後
段
に
つ
い
て

政
府
と
し
て
は
、
災
害
発
生
時
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
の
業
務
継
続
計
画
の
策
定
を
推
進
す
る
に
当
た
り
、
「
市
町
村

の
た
め
の
業
務
継
続
計
画
作
成
ガ
イ
ド
」
（
平
成
二
十
七
年
五
月
内
閣
府
（
防
災
担
当
）
公
表
）
を
策
定
す
る
だ
け
で
な
く
、

「
地
震
発
災
時
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
の
業
務
継
続
の
手
引
き
と
そ
の
解
説
」
（
平
成
二
十
二
年
四
月
内
閣
府
（
防
災
担

当
）
公
表
）
を
本
年
二
月
に
改
定
す
る
と
と
も
に
、
学
識
経
験
者
を
講
師
と
し
て
招
き
、
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下

同
じ
。
）
の
担
当
者
を
対
象
と
し
た
研
修
会
を
開
催
す
る
な
ど
、
業
務
継
続
計
画
の
策
定
を
積
極
的
に
支
援
し
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
り
、
引
き
続
き
こ
の
よ
う
な
取
組
に
努
め
る
こ
と
に
よ
り
、
御
指
摘
の
よ
う
な
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
業
務
継
続

計
画
の
策
定
を
働
き
掛
け
て
い
く
考
え
で
あ
る
。

二
及
び
三
の
前
段
に
つ
い
て

消
防
庁
が
実
施
し
た
調
査
に
よ
る
と
、
平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日
現
在
で
都
道
府
県
災
害
対
策
本
部
又
は
市
町
村
災

害
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
る
庁
舎
が
耐
震
基
準
を
満
た
し
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
同
年
十
二
月
一
日
現
在
で
災
害
発
生
時
に
お

け
る
業
務
継
続
計
画
を
策
定
し
て
い
な
い
地
方
公
共
団
体
は
、
都
道
府
県
に
つ
い
て
は
存
在
せ
ず
、
市
町
村
に
つ
い
て
は
三

一



百
六
十
五
あ
り
、
そ
の
全
市
町
村
に
占
め
る
割
合
は
約
二
十
一
・
〇
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
と
承
知
し
て
い
る
。

二


